
（ 自動火災報知設備に関する 基準）  

第 4 1 条 次に掲げる 防火対象物又はその部分には、 自動火災報知設備を 設けなければなら ない。

（ ふ）  

⑴ 令別表第１ ⑸項ロ に掲げる 防火対象物(特定主要構造部を 耐火構造と し たも の又は建築基準

法第２ 条第９ 号の３ イ 若し く はロ のいずれかに該当する も のを 除く 。 )で、 延べ面積が 3 0 0 平

方メ ート ル以上のも の（ う ）（ り ）（ イ ）  

⑵ 令別表第１ ⒃項イ に掲げる 防火対象物( 小規模特定用途複合防火対象物（ 規則第 1 3 条第１

項第２ 号に規定する 小規模特定用途複合防火対象物を いう 。 以下同じ 。） であつて同表⑸項ロ

に掲げる 用途に供する 部分の床面積が当該小規模特定用途複合防火対象物において最も 大き

いも のに限る 。 ) （ 特定主要構造部を 耐火構造と し たも の又は建築基準法第２ 条第９ 号の３ イ

若し く はロ のいずれかに該当する も のを 除く 。 ) で、 同表⑴項から ⑹項ま で又は⑼項イ に掲げ

る 用途に供する 部分の床面積の合計が 3 0 0 平方メ ート ル以上のも の（ ふ）（ り ）（ イ ）  

⑶ 令別表第１ ⒃項に掲げる 防火対象物（ 同表イ に掲げる 防火対象物（ 前号に掲げる も のを 除く 。）

にあつては、 小規模特定用途複合防火対象物に限る 。）（ 特定主要構造部を 耐火構造と し たも の又

は建築基準法第２ 条第９ 号の３ イ 若し く はロ のいずれかに該当する も のを 除く 。） のう ち、 同表

⑿項及び⒁項に掲げる 用途に供する 部分の上階を 同表⑸項ロ に掲げる 用途に供する も ので、延べ

面積 3 0 0 平方メ ート ル以上のも の（ ふ）（ り ）（ イ ）  

２  前項の規定によ り 設ける 自動火災報知設備は、 令第 2 1 条第２ 項及び第３ 項並びに規則第 2 3

条（ 第４ 項第１ 号ヘを 除く 。）、 第 2 4 条及び第 2 4 条の２ の規定の例によ り 設置し 、 及び維持し

なければなら ない。 こ の場合において、 規則第 2 4 条第５ 号ロ 及びハ並びに第５ 号の２ ロ ( ｲ) 及

び( ﾛ) 中「 部分（ 前条第４ 項第１ 号ヘに掲げる 部分を 除く 。）」 と ある のは「 部分」 と 、 同条第５

号ニ及び第８ 号の２ イ 中「 階（ 前条第４ 項第１ 号ヘに掲げる 部分を 除く 。）」 と ある のは「 階」 と

読み替える も のと する 。（ う ）（ り ）  

３  第１ 項又は令第 2 1 条第１ 項の規定によ り 延べ面積が 6 0 0 平方メ ート ル（ 当該防火対象物の

主要な出入口から その内部を 見と おすこ と ができ る も のにあつては、 1 ,0 0 0 平方メ ート ル） 以

上の防火対象物に設ける 自動火災報知設備は、天井の屋内に面する 部分と 天井裏の部分を それぞ

れ異なる 警戒区域と し なければなら ない。（ う ）  

 

【 解説】  

 本条（ 第３ 項は除く 。） は、 令第 2 1 条の適用を 受けない防火対象物に対し て、 自動火災報知設備

の設置及び維持の技術上の基準を 規定し たも のである 。  

 

１  第１ 項の規定は、 自動火災報知設備を 設置し なければなら ない防火対象物を 定めたも のであり 、

表 4 1 に示すと おり である 。  

なお、 本条第１ 項第２ 号及び第３ 号で規定する「 小規模特定用途複合防火対象物」 の主旨は、 条

例第 3 9 条と 同義である 。  



表 4 1  

 

２  第２ 項の規定は、 自動火災報知設備の設置及び維持に関し ての技術上の基準については、 令第

2 1 条第２ 項及び第３ 項並びに規則第 2 3 条（ 第４ 項第１ 号ヘを 除く 。）、第 2 4 条及び第 2 4 条の２

の規定の例によ る こ と を 定めたも のである 。  

 ⑴ 第２ 項前段の括弧書の規定について 

   規則第 2 3 条第４ 項第１ 号ヘの規定によ り 自動火災報知設備の感知器の設置を 要し ない場合

でも 、小規模特定用途複合防火対象物のう ち、本条第１ 項第２ 号又は第３ 号に掲げる も のには規



則第 2 3 条第４ 項第１ 号ヘに掲げる 部分に、自動火災報知設備の感知器の設置を 義務付ける も の

である 。  

 ⑵ 第２ 項後段の規定について 

   規則第 2 3 条第４ 項第１ 号ヘの規定によ り 自動火災報知設備の地区音響装置及び発信機の設

置を 要し ない場合でも 、 小規模特定用途複合防火対象物のう ち、 本項の読み替えによ る 規則第

2 4 条第５ 号、 第５ 号の２ 及び第８ 号の２ に該当する 場合には、 規則第 2 3 条第４ 項第１ 号ヘに

掲げる 部分に、 自動火災報知設備の地区音響装置及び発信機の設置を 義務付ける も のである 。  

 

３  第３ 項の規定は、本条第１ 項及び令第 2 1 条の規定によ り 設置する 自動火災報知設備の警戒区域

について規定し たも のである 。  

⑴ 「 主要な出入口から その内部を 見と おすこ と ができ る も の」 と は、 学校の講堂、 体育館、 屋内

競技場、 観覧場及び劇場等の客席部分が該当し 、 事務室、 倉庫、 工場等は、 荷物の積上げや機械

類、 ロ ッ カー等がおかれる ので、 該当し ない。  

⑵ 天井裏の部分に感知器を 要し ない場合には、 こ の規定は適用し ない。  


